
新型コロナウイルスの影響を受ける事業主の方へ

緊急事態宣⾔等対応特例について

○自社の該当する区分について、対象となるページをご参照下さい。

A︓直近３ヶ⽉の⽣産指標が前年（⼜は前々年）同期と⽐べて30％以上
減少している全国の大企業事業主

B︓埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県の知事の要請を受けて営業時間
の短縮等に協⼒している大企業事業主

C︓全国の中⼩企業事業主

ⅠⅠ

栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県の知事の要
請を受けて営業時間の短縮等に協⼒している⼤企業事業主Ⅱ

Ⅰ・Ⅱ以外の事業主Ⅲ

対象となる企業 説明項目 ページ 備考

Ⅰ-A・Ⅰ-B・Ⅱ
大企業の助成率
引き上げについて

1,2 大企業が対象となります。

Ⅰ・Ⅱ
雇用維持要件の
緩和

3
中小企業も対象となります。
Ⅰ-Cの事業主の方もご参照下さい。

Ⅰ・Ⅱ 支給申請手続 4,5
申請の事務的な手続・流れは
こちらをご参照下さい。

〈目次〉

○Ⅲの事業主の⽅については、緊急事態宣⾔等対応特例の対象とはなりません。従前の特例どおりの
申請を⾏って下さい。

○Ⅰ〜Ⅲの区分については当パンフレットの説明の中で引き続き使用します。自社の該当区分を把握
したうえでご参照ください。

PL030305企01

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】

〈令和3年3月5日〉



雇用調整助成金の特例措置に係る
大企業の助成率の引き上げのお知らせ

特に業況が厳しい全国の事業主（Ⅰ-A）

雇⽤調整助成⾦において、今まで⼤企業の助成率は
最大で3/4としておりましたが、緊急事態宣言に伴い、
以下に⽰す⼤企業の助成率が最⼤10/10となります。

Ｂ︓Aの３ヶ月間の生産指標に対して、前年同期または前々年同期の生産指標

１月８日から４月末までの休業等（短時間休業を含む）

Ａ︓令和３年１⽉※から遡って3か月間の生産指標

【対象となる休業等】

AとBそれぞれの月平均値の生産指標（売上げ高等）を比較し、Aが30％以上減少している事業主

【対象となる事業主】

営業時間の短縮等に協力する事業主（Ⅰ-B・Ⅱ）

【対象となる休業等】

【対象となる事業主】

・ⅠーB（埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県） ︓令和３年１⽉８⽇〜令和３年４⽉30日
・Ⅱ（栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）

︓令和３年１⽉14⽇〜令和３年３⽉31日

要請等対象施設における以下の期間※1を含む判定基礎期間の休業等（短時間休業を含む）

※休業の初⽇が令和3年2月1⽇以降にある場合においては、休業の初⽇が属する⽉

①特定都道府県知事による要請等を受けて、

②緊急事態措置を実施すべき期間を通じ、

③要請等の対象となる施設(要請等対象施設）の全てにおいて、

④営業時間の短縮、収容率・⼈数上限の制限、飲⾷物の提供を控えることに協⼒する

以下を満たす飲食店や催物（イベント等）を開催する事業主等

Ⅰ-A・Ⅰ-B・Ⅱに該当する事業主の方へ

解雇等を⾏わなかった場合︓10/10 解雇等を⾏った場合︓4/5

【助成率】

解雇等を⾏わなかった場合︓10/10 解雇等を⾏った場合︓4/5

【助成率】

R2.11.1R1.11.1 R2.1.31H30.11.1 H31.1.31

B’ B A

R3.1.31

例︓1月から休業を実施した場合

R3.1.8
休業開始日

※1：各特定都道府県における緊急事態措置を実施すべき期間及びその末日の翌月末までの期間

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】

〈令和3年3月5日〉



１
Q.両⽅の特例内容に該当するのですが、どちらを選べば良いでしょうか

業況に関する特例は全国で適⽤されますので、業況に関する特例をお選び下さい。

２

Q.特例に係る⽀給申請はどうやって⾏えばよいですか。

特例⽤の様式を厚⽣労働省のホームページに掲載していますので、ダウンロードいただいた上で申請を
⾏ってください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html

３

Q.既に特例⽤の様式を使わずに⽀給申請を⾏ってしまったのですが、どうしたら良いでしょうか

まずは、管轄の労働局等にご連絡下さい。既に支給決定通知書をお受け取りになっている場合は、
所定の様式を⽤いて追加⽀給申請を⾏っていただくことになります。

４

Q.これまで⼆若しくは三の連続する判定基礎期間をまとめて⽀給申請をしてきましたが、本特例が実施さ
れた後も特例実施前と実施後の判定基礎期間をまとめて⽀給申請できるでしょうか。

まとめて⽀給申請をしていただくことは可能です。その際、緊急事態宣⾔等対応特例の期間と
その前の期間で⽀給請書類が異なりますので、必ずそれぞれの判定基礎期間ごとに申請書類の
作成を⾏って下さい。

５

Q.助成率引き上げの対象となる休業等の期間がよくわかりません。

・特に業況の厳しい事業主の⽅については、全国⼀律で、令和3年1月8⽇〜令和3年4月30日までを1日で
も含む判定基礎期間の休業等が対象となります。

・営業時間の短縮等に協⼒する事業主の⽅については、各都道府県における緊急事態措置を実施すべき期
間及びその翌月末までの期間を1日でも含む判定基礎期間の休業等が対象となります。
例）栃⽊県、愛知県の場合︓令和３年１⽉14⽇〜令和３年３⽉31日までを1日でも含む判定基礎期間

６

<営業時間の短縮等に協⼒する事業主向け(Ⅰ-B・Ⅱに該当する事業主向け）>
Q.特定都道府県以外の都道府県に事業所を設置している事業主が、特定都道府県内の
要請等対象施設において要請等に応じて休業等を実施した場合、特例の対象となりますか。

特定都道府県内で要請等対象施設について実施する休業については対象となります。

７

<営業時間の短縮等に協⼒する事業主向け(Ⅰ-B・Ⅱに該当する事業主向け）>
Q.特定都道府県内で要請等対象施設において休業等を実施している事業主が、要請等対象施設以外の施設
についても休業をしています。この場合、要請等対処施設に該当しない施設の助成率はどのようになるで
しょうか。また、⽀給申請はどのように⾏うのでしょうか。

特定都道府県の知事の要請等の内容（期間、施設の制限等）に応じて協⼒する店舗で就労する労働者のみ
が対象になります。そのため、本特例事業主が実施した要請等対象施設以外の施設での休業等には従来の
助成率（最⼤３／４）、及び雇⽤維持要件（令和２年１⽉24日からの確認）が適用されます。
⽀給申請を⾏う場合は、要請等対象施設、要請等対象施設以外の施設についてそれぞれ所定の様式を作成
し、申請を⾏ってください。

Q&A

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】
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Ⅰ・Ⅱに該当する事業主の方へ

雇⽤維持要件が緩和されます︕

Ⅰ・Ⅱの企業について、緊急事態宣⾔等対応特例の対象となる期間の休業等の雇用維持要件を
○比較期間を 「令和2年1月24日から判定基礎期間の末日まで」 から

「令和3年1月8日から判定基礎期間の末日まで」 に変更します。
○「判定基礎期間末日の労働者数が各月末の労働者数平均の4/5以上」

の要件を適用外とします。

比較期間（令和3年1月8日から判定基礎期間の末日まで）に

解雇等を⾏わなかった場合は助成率10/10 、
解雇等を⾏った場合は助成率４／５

申請する判定基礎期間は、以下の期間を１日でも含んでいる。

Ⅰ︓「令和３年1月8日」から「令和３年４⽉30日」
Ⅱ︓「令和３年1月14日」から「令和３年３⽉31日」

令和３年１⽉８⽇以降
解雇等を⾏わず
雇用を維持した。

い
い
え

は
い

い
い
え

は
い

令和２年１⽉24⽇以降
解雇等を⾏わず
雇用を維持した。

い
い
え

は
い

10/10 4/5 10/10(中小企業)
３/４（大企業）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

〈助成率のチェック〉

※3︓Ⅰ〜Ⅲの分類

A︓特に業況の厳しい全国の⼤企業事業主
B︓埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県で要請を受けて営業時間の短縮等に協⼒している⼤企業事業主
C︓全国の中⼩企業事業主

Ⅱ

Ⅲ

栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、⼤阪府、兵庫県、福岡県で要請を受けて営業時間の短縮等に協⼒してい
る大企業事業主

Ⅰ・Ⅱ以外の事業主

Ⅰ

※3

※4

※4︓Ⅰ-B・Ⅱの企業における要請等対象施設以外の施設における休業等については、Ⅲの企業と同様です。
（雇用維持要件の緩和は適用されません）。

４/５(中小企業)
２/３（大企業）

※5︓「判定基礎期間末日の労働者数が各月末の労働者数平均の4/5以上」が適用されます。

※5

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】
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緊急事態宣⾔等対応特例の⽀給申請について

Ⅰ・Ⅱに該当する事業主の方へ

特例の対象となる休業等についてまだ申請されていない事業主の方※

（裏⾯へつづく）

申請期限

通常は、判定基礎期間の末日の翌日から起算して２か月以内に支給申請を行う必要があり
ますが、緊急事態宣言等対応特例に係る申請については、令和３年３月31日までに判定基礎
期間の末日がある休業等について、令和３年５月31日まで申請を可能とします。

・4月1日以降
（例：4月20日末日）

・3月31日以前

判定基礎期間

判定基礎期間の末日の

翌日から２か月以内

※賃金締切日の翌日からその次の締切日までの期間

4月1日

支給申請期限

判定基礎期間（※）

支給申請期限
５月31日まで

支給申請期限

4月1日以降を
1日も含まない

判定基礎期間の末日が

1月8日

6月20日まで4月20日

● 申請期限までに次の書類をご提出ください※※

※ ︓特例の対象となる休業等についてすでに⽀給申請している事業主の⽅は、裏⾯を参照して下さい。
※※︓2回⽬以降の申請では提出が不要な書類もございます。詳しくは雇⽤調整助成⾦ガイドブックをご覧下さい。

①営業時間の短縮等に協⼒する⼤企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「⽀給要件確認申⽴書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「休業等実績一覧表【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、「休業協定書」、「生産指標の確認のための書類」、

「休業させた日や時間がわかる書類」、「要請等対象施設の所在地、その施設における対象労働者を確認できる書類」

②特に業況が厳しい全国の大企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「⽀給要件確認申⽴書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書（様式）」、「休業等実績一覧表（様式）」、「休業協定書」、

「生産指標の確認のための書類（30％以上の減少がわかる書類）」、 「休業させた日や時間がわかる書類」

③中小企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「⽀給要件確認申⽴書(様式)」、

「支給申請書(様式)」、「助成額算定書（様式）」、「休業等実績一覧表（様式）」、「休業協定書」、

「生産指標の確認のための書類」、 「休業させた日や時間がわかる書類」

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】
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すでに支給決定された事業主の方

● 追加支給のために、追加支給申請の手続きが必要となります

● 追加支給申請の期限は、Ａ又はＢのうち最も遅い日付となります。

Ａ︓令和３年５⽉31日まで

Ｂ︓支給決定日の翌日から2か月以内

支給申請はお済みでまだ支給決定されていない事業主の方

● 管轄の労働局等にご連絡下さい

● 差額（追加支給分）をどのような形で支払うか、管轄の労働局よりご案内いたします

※ 審査の状況によっては、一旦支給決定し、そのあと追加支給申請していただくようお願いする場合がございます

申請・お問い合わせ先

＜詳しくはこちら＞

①営業時間の短縮等に協⼒する⼤企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、「⽀給要件確認申⽴書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「休業等実績一覧表【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「支給決定通知書」、 「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

「要請等対象施設の所在地、その施設における対象労働者を確認できる書類」

②特に業況が厳しい全国の大企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、

「⽀給要件確認申⽴書（様式）」、「⽀給決定通知書」、「⽣産指標の確認のための書類」、

「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

③中小企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、 「⽀給要件確認申⽴書（様式）」 、「支給決定通知書」、

「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

厚⽣労働省・都道府県労働局・ハローワーク

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局およびハローワークまで

お問い合わせ下さい。

学校等休業等助成⾦・⽀援⾦、雇⽤調整助成⾦コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9︓00〜21︓00 土日・祝日含む

【緊急事態宣言等対応特例パンフレット】
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